
2C22 宇部興産 ( 株 )   におけるエンドユーザー 教育 V : 

研究所に対する 電子ジャーナルのユーザー 教育支援 

0 岡本和彦，出口昌 信 ( 宇部興産 ) 

1. はじめに 

知的財産権 の問題が注目を 集めている現在、 如何に効率よく、 必 、 要な情報を入手して 研究開発活動に 活用し、 かつ、 他社との権 利侵害を回 

避 するかについては 重要な課題の 一つであ る。 これまでも、 研究開発活動に 必要な、 商用データベース、 情報検索システムを 導入し、 活用の 

ための情報検索教育を 行って来た。 しかし、 さりなる研究開発の 効率化が求められていた 

発明を生み出すのは 研究者であ る。 研究者自らが 明細書を書き、 有効な特許を 出願し、 ホ観 ミリを取得できるよ う 、 知的財産教育を 実施して 

いる。 加えて、 研究者自らが 研究活動に必要な 情報を、 調査、 検索すべきという 基本方針が出され、 複数のエンドユーザー 情報検索システムが 

導入されていたさらに、 研究者自らが 打ち、 エンドユーザー 情報検索の効率化、 検索技術向上の 目的から、 「情報検索アレ㍉ 1 ザ一 制度」を 

設置し 仁 この「情報検索アド ソザ一 制度」は、 各研究部毎に、 「情報検索アド ，マザー」を 選ィ壬し 各アド ソザ一が 、 研究活動の傍ら、 各個 

所において、 必 、 要な情報検索技術を 指導し、 他の研究員に 対して助言を 行う制度を言う。 この制度により、 エンドユーザー ( 研究者 ) の立場に 

立った、 木目細かいアドバイス、 コンサルティンバ 活動が可能となっねこのため、 経済効率も考慮した 先行技術調査が 拡大、 浸透している。 

未発表では、 この「情報検索アドバイザー 制度」の概要を 報告すると共に 、 主にエンドニ ーザ一 教育の - 環として行っている、 研究所に対する 

電子ジャーナル (ScienceD 血 ct) のユーザー教育支援について 報告する。 

2. 情報検索アドバイザー 制度の概要 

( 図 1) に宇部興産 ( 株 ) の研究開発私邸哉の 概要を示す。 ( 図 1) に見られるよ う に、 研究開発本部に 宇部研究所、 高分子研究所が 所属してい 

る 。 当初は試験的に、 研究所の各研究部より、 1 名ずつ人選してもらい 10 名でスタートし 仁 アド ，イザ 一の選抜方法であ るが、 各研究部長の 

推薦に上り、 調査、 情報検索、 情報管理に適した 人間を選抜し 仁 その後、 研究部の人数、 研究グループ 数に応じて、 情報検索アドバイザ 一の 

人員を増員していっ 六二 

l 研究開発本部   企画管理部   研究企画グループ l 

知的財産部 

薬 車室 

宇部研究所 各研究部 

高分子研究所 各研究部 

( 図 1) 研究開発 み崩 我国 

その結果、 現在では、 計 20 名げ ) 情報検索アドマザーが 存在する。 情報検索アド ， イザーは現役研究者の 兼任による制度であ り、 専任では 

ない， 二び ) ため、 - 人のアドバ・イザーが 指導する研究者数が 増えすぎると、 研究活動に支障をきたすた め であ る，まだ、 情報検索アドバイザーが 
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存在する個所とそうでない 個所での情報流通の 格差が生じたこともアドバイザーが 増員される理由となっている。 情報検索アドバイザ 一に要求 

される情報検索能力であ るが、 これについてはいろいろと 議論があ り、 き堵 刊箭呉し ながらのスタートとなった。 まず必要な商用データベースが 

何かという議論から 始まり、 次にどのレベルまで 習得すべきかという 議論が発生しね 

このことから、 研究開発本部 f 含めたグループ 企業全体における 技術分野を勘案し 習得すべき商用データベースを 選定した。 その上で、 セ 

ミプロレベル 荏 Ⅱ達を想定し 若干プロレベルに 達する部分を 含めて、 教育カリキュラムを 試作しね 具体的な教育内容については 次章で述べ 

るが、 試 7 弱 音 誤の結果、 エンドユーザ 一向け情報検索システムを 中心としたカリキュラム 編成になりつつあ る。 情報検索アルソ ザ 一に求めら 

れる能力も、 各研究部での 技術分野、 研究分野に関連した、 エンド ュ 一ザ一向け情報検索システムの 習得及び、 研究者への指導力に 落ち着 

きっ っ あ る。 

3. エンドユーザー 教育の概要 

宇部興産グループ 全体での技術分野は 広範囲になり、 教育が必要な 商用データベースは 大体以下のように 区分される。 セミナー 

等は グループ全体を 考えて用意し、 研究部、 技術バループ 等の笛 研 ごとに、 業務の必要に 応じて、 選択し．受講するオープンセミ 

ナー形式を取っている。 

A. 共通 

(1) 日本特許 

① NRI サイバーパテント、 ② PATENT 一 NET. ③ PATOL I S 一 Ⅳ 

(2) 外国特許 

④ PATENTWe b 

(3) 科学技術文献 / 電子ジャーナル 

⑤ JOI S 、 ⑥ Sc i enc eD i r e c t 

B. 有辮ヒ学 ・医薬 

の STN+STNEasy+Sc i F i nde r 、 ⑧ Cros s F i r e (Be i l s t e i n) 

C. 無機・金属材料、 電気・機械、 外国特許 

⑨ DIALOG 

これらの商用データベースについて、 各プロデューザーノプロバイダーより 講師を招き、 1 回 2 時間～ 3 時間程度のセミナーを 

研究所において 開催している。 形式はオープンセミナー 形式とし、 受講者は双述の 情報検索アドバイザ 一の他、 研究所の研究者、 

事業部、 グループ内企業の 技術者等であ る。 教育対象の商用データベース は 全部で 9 種類あ るため、 各商用データベース 毎に年 1 

回開催したとしても、 年に 9 回開催のシリーズとなる。 

宇部興産の研究分野において、 重要であ り、 かつ使用頻度の 高いデータベースについてはユーザーニーズに 応じて、 年 2 回の開 

催としている。 加えて、 データベースのバージョンアップ 等があ れば、 それに合わせて 追加開催している。 その他情報検索システ 

ム 関連の新製品のデモ 等も含めれば、 宇部研究所だけでも 毎月 1 ～ 2 回のぺ ー スでエンドユーザー 教育を開催している。 以上の計 

画案に加えて、 

D. 特許情報の分析・ 加工 

⑩パテントマップの 作成、 利用方法 

E. 情報検索において 必要な著作権 法 

⑪著作権 、 複写 権 、 著作権 等管理事業法の 基礎知識等 

F. ビジネス清朝 
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⑫マーケットリサーチの 概論、 方法論 

等についても、 研究部、 研究所総務部からの 提案、 その他の事清から、 教育か」キュラムに 加えることになった。 著作権 法関連の 

教育、 ビジネス情報教育はすでに 開始したが、 特許情報の分析・ 加工、 パテントマップ 教育については 準備中であ る。 

4. 研究所に対する 電子ジャーナルのユーザー 教育支援 

上記内容を踏まえて、 研究所に対する 電子ジャーナル (Science Ⅱ rect) のユーザー教育支援について 述べる   

(1) 毎年、 新入社員が各個所に 配属されるのが、 4 月下旬であ ることを踏まえて、 例年 5 月に開催している。 

(2) 教育内容については、 初心者が ID を取得し、 使用開始時の 登録方法の説明から 始め、 実際の利用方法について 教育している。 

(.3) 注意事項として、 研究者はデータベースの 著作権 、 デジタルコンテンツの 著作権 についての予備知識が 無い者が大半であ る。 故意では 

ないにしても、 不本意に違法行為を 起こすことが 無いよう、 ブロデューサ 一であ る、 エル セ ビアのガイドラインを 示し、 注意を促している。 

(4) 教育内容に対する 受講者の反応 

(4) 一 1 トレーニンバ 内容に関する 評価 

    トレーニンバに 一 関する評価   
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(4) 一 2 講師に対する 評価 

    

  講師に関する 評価 

講師 ( 全体的に ) 

講師の質問に 対する回答能力 

講師のトレーニンバへの M 心を高める能力   
  2 ㎝ 40 円 6 ㏄ 80 ㌔ ln ぴ   

口 とてもよい 甘 よい 口 まあ まあ 口悪い 
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6. おわりに 

エンドユーザー 教育及び知的財産教育の 一環として、 研究所に対する 電子ジャーナルのユーザー 教育支援を開始して 3 年に 

なる。 エル ゼ ビアの利用統計から、 初年度に比べ、 エンドユーザ 一であ る研究者の情報検索技術が 進歩していることがわかり、 

ユーザー教育支援の 効果が現れている。 アンケート結果を 見る限り、 1 回のユーザー 教育の 3 時間を長いと 感じている研究者が 

い ることがわかる。 今後、 研究者のレベルアップを 見ながら、 教育時間を 2 時間程度に短縮しることも 検討したい。 

'. 謝辞 

未発表をご快諾いただいた、 エル ゼ ビアをはじめ、 関係諸氏にこの 場をかりて深く 感謝する次第であ る。 
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第 nl 回医学図書館研究会，継続教育コース 予稿 集 ， 祇 Ⅵ 

[1 日岡本和彦，宇部興産 ( 株 ) におけるエンドユーザー 数奇研究開発本部における「情報検索アドバイザー 制度」， 

2 ㏄ 5 年情報学シンボジ ゥム 講演論文集 P.23-27, 2 ㏄ 5 

[1 田岡本和彦，宇部興産 ( 株 ) におけるエンドユーザー 教育 : 研究開発本部における「情報検索アドバイザー 制度」及び 
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以上 
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